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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体を製造するために用いられる近赤外線遮蔽ポリエ
ステル樹脂組成物であって、
　ポリエステル樹脂（Ａ）と、一般式ＭＹＷＯＺ（但し、Ｍは、Ｈ、Ｈｅ、アルカリ金属
、アルカリ土類金属、希土類元素、Ｍｇ、Ｚｒ、Ｃｒ、Ｍｎ、Ｆｅ、Ｒｕ、Ｃｏ、Ｒｈ、
Ｉｒ、Ｎｉ、Ｐｄ、Ｐｔ、Ｃｕ、Ａｇ、Ａｕ、Ｚｎ、Ｃｄ、Ａｌ、Ｇａ、Ｉｎ、Ｔｌ、Ｓ
ｉ、Ｇｅ、Ｓｎ、Ｐｂ、Ｓｂ、Ｂ、Ｆ、Ｐ、Ｓ、Ｓｅ、Ｂｒ、Ｔｅ、Ｔｉ、Ｎｂ、Ｖ、Ｍ
ｏ、Ｔａ、Ｒｅの内から選択される１種以上の元素、Ｗはタングステン、Ｏは酸素、０．
１≦Ｙ≦０．５、２．２≦Ｚ≦３．０）で示され且つ六方晶の結晶構造を持つ複合タング
ステン酸化物微粒子（Ｂ）と、熱分解温度が２３０℃以上であって、ポリエステル主鎖に
塩基性官能基をもつ分散剤（Ｃ）と、を含み、
　９≧［分散剤（Ｃ）の重量／複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）の重量］≧０．５、
且つ、１９９９≧［（ポリエステル樹脂（Ａ）の重量＋分散剤（Ｃ）の重量）／複合タン
グステン酸化物微粒子（Ｂ）の重量］≧１０の範囲であり、
　上記複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）が、ポリエステル樹脂（Ａ）中において、均
一に分散していることを特徴とする近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂組成物。
【請求項２】
　前記複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）に含まれるＭ元素が、Ｃｓ、Ｒｂ、Ｋ、Ｔｌ
、Ｉｎ、Ｂａ、Ｌｉ、Ｃａ、Ｓｒ、Ｆｅ、Ｓｎ、Ａｌ、Ｃｕから選択される少なくとも１
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種類以上であることを特徴とする請求項１に記載の近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂組成物
。
【請求項３】
　前記ポリエステル樹脂（Ａ）が、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレ
ート、ポリブチレンテレフタレートから選択される１種類以上であることを特徴とする請
求項１または２のいずれかに記載の近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂組成物。
【請求項４】
　前記複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）が、分散粒子径２００ｎｍ以下の微粒子であ
ることを特徴とする請求項１から３のいずれかに記載の近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂組
成物。
【請求項５】
　前記複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）が、シラン化合物、チタン化合物、ジルコニ
ア化合物から選択される少なくとも１種類以上の化合物によって表面処理されていること
を特徴とする請求項１から４のいずれかに記載の近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂組成物。
【請求項６】
　請求項１から５のいずれかに記載の近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂組成物を、成形して
得られることを特徴とする近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体。
【請求項７】
　請求項６に記載の近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体が、他の透明成形体に積層され
ていることを特徴とする近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂積層体。
【請求項８】
　請求項６に記載の近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体の表面に、近赤外線遮蔽膜が形
成されていることを特徴とする近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体。
【請求項９】
　近赤外線遮蔽膜を、六ホウ化物微粒子分散液、アンチモンドープ酸化錫微粒子分散液の
少なくとも１種と、ＵＶ硬化樹脂または常温硬化樹脂と、を混合した塗布液を塗布し、そ
の後硬化して得ることを特徴とする請求項８に記載の近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形
体の製造方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、建築物、自動車、電車、航空機などの開口部に使用される窓材、フラットパ
ネルディスプレイの近赤外線吸収フィルター等に広く利用される近赤外線遮蔽ポリエステ
ル樹脂成形体の製造に用いられる、近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂組成物、当該樹脂組成
物が適用された近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体、並びに近赤外線遮蔽ポリエステル
樹脂積層体に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　各種建築物や車両の窓、ドア等のいわゆる開口部分から入射する太陽光線には可視光線
の他に紫外線や赤外線が含まれている。この太陽光線に含まれている赤外線のうち波長８
００～２５００ｎｍの近赤外線は熱線と呼ばれ、開口部分から進入することにより室内の
温度を上昇させる原因になる。これを解消するために、近年、各種建築物や車両の窓材等
の分野では、可視光線を十分に取り入れながら熱線を遮蔽し、明るさを維持しつつ室内の
温度上昇を抑制する近赤外線遮蔽成形体の需要が急増しており、近赤外線遮蔽成形体に関
する特許が多く提案されている。
【０００３】
　例えば、透明樹脂フィルムに、金属、金属酸化物を蒸着してなる熱線反射フィルムを、
ガラス、アクリル板、ポリカーボネート板等の透明成形体に接着した近赤外線遮蔽板が提
案されている。
【０００４】
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　しかし、この熱線反射フィルム自体が非常に高価でかつ接着工程等の煩雑な工程を要す
るため高コストとなる。また透明成形体と反射フィルムの接着性が良好でないため、経時
変化によりフィルムの剥離が生じるといった欠点を有している。
　また、透明成形体表面に、金属若しくは金属酸化物を直接蒸着してなる近赤外線遮蔽板
も数多く提案されているが、この近赤外線遮蔽板の製造に際しては、高真空で精度の高い
雰囲気制御を要する蒸着装置が必要となるため、量産性が悪く、汎用性に乏しいという問
題を有している。
【０００５】
　この他、例えば、ポリエチレンテレフタレート樹脂、ポリカーボネート樹脂、アクリル
樹脂、ポリエチレン樹脂、ポリスチレン樹脂等の熱可塑性透明樹脂にフタロシアニン系化
合物、アントラキノン系化合物に代表される有機近赤外線吸収剤を練り込んだ近赤外線遮
蔽板およびフィルムが提案されている。
【０００６】
　しかしながら、本発明者らの検討によると、上記の近赤外線遮蔽板およびフィルムにお
いては、熱線を十分に遮蔽するために多量の近赤外線吸収剤を配合しなければならない。
だからといって、近赤外線吸収剤を多量に配合すると、今度は可視光線透過能が低下して
しまうという課題が残っていた。さらに、近赤外線吸収剤として有機化合物を使用してい
るため、直射日光に常時曝される建築物や車両の窓材等への適用は耐侯性に難があり、必
ずしも適当であるとはいえなかった。
【０００７】
　さらに、例えば、アクリル樹脂、ポリカーボネート樹脂等の透明樹脂に、熱線反射能を
有する酸化チタンあるいは酸化チタンで被覆されたマイカ等の無機粒子を、熱線反射粒子
として練り込んだ近赤外線遮蔽板も提案されている（特許文献１、２等参照）。
【０００８】
　しかし、上記近赤外線遮蔽板においては、近赤外線遮蔽能を高めるために当該熱線反射
粒子を多量に添加する必要があり、熱線反射粒子の配合量の増大に伴って可視光線透過能
が低下してしまうという課題があった。だからといって、熱線反射粒子の添加量を少なく
すると可視光線透過能は高まるものの、今度は近赤外線遮蔽能が低下してしまい、近赤外
線遮蔽能と可視光線透過能とを同時に満足させることが困難であるといった問題があった
。
　さらに、熱線反射粒子を多量に配合すると、成形体である透明樹脂の物性、特に耐衝撃
強度や靭性が低下するという強度面からの問題も有していた。
【０００９】
　一方、本出願人は、近赤外線遮蔽効果を有する成分として自由電子を多量に保有する六
ホウ化物微粒子に着目し、ポリカーボネート樹脂やアクリル樹脂中に、六ホウ化物微粒子
が分散され、または、六ホウ化物微粒子とＩＴＯ微粒子及び／又はＡＴＯ微粒子とが分散
されている近赤外線遮蔽樹脂シート材を提案している（特許文献３参照）。
【００１０】
　六ホウ化物微粒子単独、または、六ホウ化物微粒子とＩＴＯ微粒子および／またはＡＴ
Ｏ微粒子と、が分散された近赤外線遮蔽樹脂シート材の光学特性は、可視光領域に可視光
透過率の極大を有すると共に、近赤外線領域に強い吸収を発現して日射透過率の極小を有
するものである。、この結果、可視光透過率が７０％以上、かつ日射透過率が５０％台ま
で抑えられている。
【００１１】
　また、本出願人は、特許文献４において、熱可塑性樹脂と近赤外線遮蔽成分として六ホ
ウ化物（ＸＢ６，但し、Ｘは、Ｌａ、Ｃｅ、Ｐｒ、Ｎｄ、Ｇｄ、Ｔｂ、Ｄｙ、Ｈｏ、Ｙ、
Ｓｍ、Ｅｕ、Ｅｒ、Ｔｍ、Ｙｂ、Ｌｕ、ＳｒおよびＣａから選択される少なくとも１種以
上）とを主成分として含有するマスターバッチと、このマスターバッチが適用された近赤
外線遮蔽透明樹脂成形体並びに近赤外線遮蔽透明積層体を提案した。そして、当該マスタ
ーバッチを適用することで、優れた可視光線透過能を維持しつつ高い近赤外線遮蔽機能を
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有する様々な形状の近赤外線遮蔽透明樹脂成形体を、高コストの物理成膜法などを用いる
ことなく簡便な方法で作製することを可能にした。
【００１２】
　さらに、本出願人は、特許文献５において、日射遮蔽機能を有する微粒子として、一般
式ＷｙＯｚ（但し、Ｗはタングステン、Ｏは酸素、２．０＜ｚ／ｙ＜３．０）で表記され
るタングステン酸化物の微粒子、および／または、一般式ＭｘＷｙＯｚ（但し、Ｍは、Ｈ
、Ｈｅ、アルカリ金属、アルカリ土類金属、希土類元素、Ｍｇ、Ｚｒ、Ｃｒ、Ｍｎ、Ｆｅ
、Ｒｕ、Ｃｏ、Ｒｈ、Ｉｒ、Ｎｉ、Ｐｄ、Ｐｔ、Ｃｕ、Ａｇ、Ａｕ、Ｚｎ、Ｃｄ、Ａｌ、
Ｇａ、Ｉｎ、Ｔｌ、Ｓｉ、Ｇｅ、Ｓｎ、Ｐｂ、Ｓｂ、Ｂ、Ｆ、Ｐ、Ｓ、Ｓｅ、Ｂｒ、Ｔｅ
、Ｔｉ、Ｎｂ、Ｖ、Ｍｏ、Ｔａ、Ｒｅの内から選択される１種以上の元素、Ｗはタングス
テン、Ｏは酸素、０．００１≦ｘ／ｙ≦１、２．０＜ｚ／ｙ≦３．０）で表記される複合
タングステン酸化物の微粒子を適用することにより、高い日射遮蔽特性を有し、ヘイズ値
が小さく、生産コストの安価な日射遮蔽用合わせ構造体を製造できることを開示している
。
【００１３】
　さらに、本出願人は、特許文献６において、紫外線による色調変化の現象を抑制した、
タングステン酸化物微粒子、または／及び、複合タングステン酸化物微粒子と、ヒンダー
ドアミン系光安定剤とを、媒体中に含有分散させた赤外線遮蔽材料微粒子分散体を提案し
、その中で、媒体としてポリエステル樹脂を用いた赤外線遮蔽材料微粒子分散体を開示し
ている。
【００１４】
　また、本出願人は、特許文献７において、タングステン酸化物や複合タングステン酸化
物微粒子を媒体に分散させた赤外線遮蔽材料微粒子分散体であって、着色防止剤を加える
ことによって紫外線による色調変化が抑制された赤外線遮蔽材料微粒子分散体、当該赤外
線遮蔽材料微粒子分散体を板状、フィルム状および薄膜状に形成した赤外線遮蔽体を提案
し、媒体としてポリエステル樹脂を用いた赤外線遮蔽材料微粒子分散体、赤外線遮蔽体を
開示している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１５】
【特許文献１】特開平２－１７３０６０号公報
【特許文献２】特開平５－７８５４４号公報
【特許文献３】特開２００３－３２７７１７号公報
【特許文献４】特開２００４－５９８７５号公報
【特許文献５】国際公開第ＷＯ２００５／８７６８０Ａ１号パンフレット
【特許文献６】特開２００６－２８２７３６号公報
【特許文献７】特開２００８－２０８２７４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１６】
　上記特許文献３乃至５に記載の近赤外線遮蔽シート材においては、近赤外線遮蔽特性の
経時的変化に改善の余地を残しており、また、当該近赤外線遮蔽シート材においては条件
によっては当初の透明樹脂シートが黄変する場合もあった。
【００１７】
　また、特許文献６、７は、上記近赤外線遮蔽シート材における黄変について着目したも
のではない。特許文献６、７は、可視光領域においては透明で、近赤外線領域においては
吸収を持つタングステン酸化物微粒子、または／及び、複合タングステン酸化物微粒子を
媒体に分散させた赤外線遮蔽材料微粒子分散体の紫外線による色調変化の現象は、樹脂な
どの高分子材料に紫外線を照射すると、紫外線のエネルギーによって高分子鎖が切断され
て活性な有害ラジカルが次々に発生し、高分子の劣化が連鎖的に進み、これらの有害ラジ
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カルが、当該タングステン酸化物微粒子、または／及び、複合タングステン酸化物微粒子
を媒体中に分散させた赤外線遮蔽材料微粒子分散体、または赤外線遮蔽体の、タングステ
ン酸化物微粒子、または複合タングステン酸化物微粒子に還元的に作用し、新たに５価の
タングステンが増加するに伴って着色濃度が高くなることに着目したものである。つまり
、紫外線による色調変化が抑制された、タングステン酸化物微粒子、または／及び、複合
タングステン酸化物微粒子を媒体に分散させた赤外線遮蔽材料微粒子分散体、当該赤外線
遮蔽材料微粒子分散体を得ることを目的として光安定剤や着色防止剤が加えられているも
のについて記載されている。
【００１８】
　本発明は、上述した、日射遮蔽機能を有する微粒子として、一般式ＭｘＷｙＯｚで表記
される複合タングステン酸化物の微粒子を適用することにより得られる日射遮蔽シート材
等が、黄変する問題に着目してなされたものである。そして、その課題とするところは、
可視光線透過能及び近赤外線遮蔽機能を有する様々な形状の近赤外線遮蔽ポリエステル樹
脂成形体において、黄変が起こらず、可視光透過性が良好でかつ優れた近赤外線遮蔽機能
を有するポリエステル樹脂成形体を、高コストの物理成膜法などを用いることなく簡便な
方法で作製できる樹脂組成物を提供し、併せてこの樹脂組成物が適用された近赤外線遮蔽
ポリエステル樹脂成形体並びに近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂積層体を提供することにあ
る。
【課題を解決するための手段】
【００１９】
　本発明者等は、上記課題を解決するため鋭意研究を行った結果、製造される近赤外線遮
蔽シート材等において、黄変することがある原因、および、当該近赤外線遮蔽シート材が
期待される可視光線透過能及び近赤外線遮蔽機能が得られない原因が、いずれも、樹脂組
成物中に含まれる分散剤の熱変性に起因することに想到した。つまり樹脂組成物中に含ま
れる分散剤の耐熱性が低いため、当該樹脂組成物を加熱しながら混練混合する際、当該分
散剤が熱変性し、当該分散剤の分散能力が劣化して樹脂組成物中に含まれる近赤外線遮蔽
微粒子の分散に支障をきたし、期待される可視光線透過能及び近赤外線遮蔽機能が得られ
ていなかったのである。さらに、当該熱変性した分散剤が黄～茶色に着色し、近赤外線遮
蔽シート材が黄変する原因となっていたことを見い出した。
【００２０】
　上述の知見に基づいて、本発明者らは、さらに研究を進め、熱分解温度が２３０℃以上
のポリエステル主鎖に塩基性官能基をもつ高耐熱性を有する分散剤を見出した。さらに、
本発明者等は、当該高耐熱性を有する分散剤と、近赤外線遮蔽微粒子との混合割合を、特
定の範囲に制御することにより上記課題を解決した高耐熱性樹脂組成物が得られることを
見出した。そして、当該高耐熱性樹脂組成物を、加熱しながら混練し、かつ、押出成形、
射出成形、圧縮成形等の公知の方法により、板状、フィルム状、球面状等の任意の形状に
成形することによって、可視光領域に透過率の極大を持つと共に近赤外域に強い吸収を持
ちながら黄変することのない近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体並びに近赤外線遮蔽ポ
リエステル樹脂積層体の作製が可能となることを見出すに至った。
【００２１】
　すなわち、本発明の第１の発明は、
　近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体を製造するために用いられる近赤外線遮蔽ポリエ
ステル樹脂組成物であって、
　ポリエステル樹脂（Ａ）と、一般式ＭＹＷＯＺ（但し、Ｍは、Ｈ、Ｈｅ、アルカリ金属
、アルカリ土類金属、希土類元素、Ｍｇ、Ｚｒ、Ｃｒ、Ｍｎ、Ｆｅ、Ｒｕ、Ｃｏ、Ｒｈ、
Ｉｒ、Ｎｉ、Ｐｄ、Ｐｔ、Ｃｕ、Ａｇ、Ａｕ、Ｚｎ、Ｃｄ、Ａｌ、Ｇａ、Ｉｎ、Ｔｌ、Ｓ
ｉ、Ｇｅ、Ｓｎ、Ｐｂ、Ｓｂ、Ｂ、Ｆ、Ｐ、Ｓ、Ｓｅ、Ｂｒ、Ｔｅ、Ｔｉ、Ｎｂ、Ｖ、Ｍ
ｏ、Ｔａ、Ｒｅの内から選択される１種以上の元素、Ｗはタングステン、Ｏは酸素、０．
１≦Ｙ≦０．５、２．２≦Ｚ≦３．０）で示され且つ六方晶の結晶構造を持つ複合タング
ステン酸化物微粒子（Ｂ）と、熱分解温度が２３０℃以上であって、ポリエステル主鎖に
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塩基性官能基をもつ分散剤（Ｃ）と、を含み、
　９≧［分散剤（Ｃ）の重量／複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）の重量］≧０．５、
且つ、１９９９≧［（ポリエステル樹脂（Ａ）の重量＋分散剤（Ｃ）の重量）／複合タン
グステン酸化物微粒子（Ｂ）の重量］≧１０の範囲であり、
　上記複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）が、ポリエステル樹脂（Ａ）中において、均
一に分散していることを特徴とする近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂組成物を提供する。
　本発明の第２の発明は、
　前記複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）に含まれるＭ元素が、Ｃｓ、Ｒｂ、Ｋ、Ｔｌ
、Ｉｎ、Ｂａ、Ｌｉ、Ｃａ、Ｓｒ、Ｆｅ、Ｓｎ、Ａｌ、Ｃｕから選択される少なくとも１
種類以上であることを特徴とする第１の発明に記載の近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂組成
物を提供する。
　本発明の第３の発明は、
　前記ポリエステル樹脂（Ａ）が、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレ
ート、ポリブチレンテレフタレートから選択される１種類以上であることを特徴とする第
１または第２の発明のいずれかに記載の近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂組成物を提供する
。
　本発明の第４の発明は、
　前記複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）が、分散粒子径２００ｎｍ以下の微粒子であ
ることを特徴とする第１から第３の発明のいずれかに記載の近赤外線遮蔽ポリエステル樹
脂組成物を提供する。
　本発明の第５の発明は、
　前記複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）が、シラン化合物、チタン化合物、ジルコニ
ア化合物から選択される少なくとも１種類以上の化合物によって表面処理されていること
を特徴とする第１から第４の発明のいずれかに記載の近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂組成
物を提供する。
　本発明の第６の発明は、
　第１から５の発明のいずれかに記載の近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂組成物を、成形し
て得られることを特徴とする近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体を提供する。
　本発明の第７の発明は、
　第６の発明に記載の近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体が、他の透明成形体に積層さ
れていることを特徴とする近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂積層体を提供する。
　本発明の第８の発明は、
　第６の発明に記載の近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体の表面に、近赤外線遮蔽膜が
形成されていることを特徴とする近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体を提供する。
　本発明の第９の発明は、
　近赤外線遮蔽膜を、六ホウ化物微粒子分散液、アンチモンドープ酸化錫微粒子分散液の
少なくとも１種と、ＵＶ硬化樹脂または常温硬化樹脂と、を混合した塗布液を塗布し、そ
の後硬化して得ることを特徴とする第８の発明に記載の近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成
形体の製造方法を提供する。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明に係る近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂組成物は、ポリエステル樹脂（Ａ）と、一
般式ＭＹＷＯＺ（但し、Ｍは、Ｈ、Ｈｅ、アルカリ金属、アルカリ土類金属、希土類元素
、Ｍｇ、Ｚｒ、Ｃｒ、Ｍｎ、Ｆｅ、Ｒｕ、Ｃｏ、Ｒｈ、Ｉｒ、Ｎｉ、Ｐｄ、Ｐｔ、Ｃｕ、
Ａｇ、Ａｕ、Ｚｎ、Ｃｄ、Ａｌ、Ｇａ、Ｉｎ、Ｔｌ、Ｓｉ、Ｇｅ、Ｓｎ、Ｐｂ、Ｓｂ、Ｂ
、Ｆ、Ｐ、Ｓ、Ｓｅ、Ｂｒ、Ｔｅ、Ｔｉ、Ｎｂ、Ｖ、Ｍｏ、Ｔａ、Ｒｅの内から選択され
る１種以上の元素、Ｗはタングステン、Ｏは酸素、０．１≦Ｙ≦０．５、２．２≦Ｚ≦３
．０）で示され且つ六方晶の結晶構造を持つ複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）と、ポ
リエステル主鎖に塩基性官能基をもつ分散剤（Ｃ）とを含み、複合タングステン酸化物微
粒子（Ｂ）重量に対して分散剤（Ｃ）重量とポリエステル樹脂重量が所定の割合で配合さ
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れており、上記複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）がポリエステル樹脂中で凝集するこ
となく、均一に分散していることを特徴としており、当該近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂
組成物を用いて、成形されて得られる近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体は、可視光領
域に透過率の極大を持つと共に近赤外域に強い吸収を持ちながら、成形時の溶融混錬によ
る分散剤の熱劣化に起因する黄変のない優れた特性を有している。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　以下、本発明の実施の形態について詳細に説明する。
　本発明の近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂組成物は、ポリエステル樹脂（Ａ）と、一般式
ＭＹＷＯＺ（但し、Ｍは、Ｈ、Ｈｅ、アルカリ金属、アルカリ土類金属、希土類元素、Ｍ
ｇ、Ｚｒ、Ｃｒ、Ｍｎ、Ｆｅ、Ｒｕ、Ｃｏ、Ｒｈ、Ｉｒ、Ｎｉ、Ｐｄ、Ｐｔ、Ｃｕ、Ａｇ
、Ａｕ、Ｚｎ、Ｃｄ、Ａｌ、Ｇａ、Ｉｎ、Ｔｌ、Ｓｉ、Ｇｅ、Ｓｎ、Ｐｂ、Ｓｂ、Ｂ、Ｆ
、Ｐ、Ｓ、Ｓｅ、Ｂｒ、Ｔｅ、Ｔｉ、Ｎｂ、Ｖ、Ｍｏ、Ｔａ、Ｒｅの内から選択される１
種以上の元素、Ｗはタングステン、Ｏは酸素、０．１≦Ｙ≦０．５、２．２≦Ｚ≦３．０
）で示され且つ六方晶の結晶構造を持つ複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）と、ポリエ
ステル主鎖に塩基性官能基持つ熱分解温度が２３０℃以上の高耐熱性を有する分散剤（Ｃ
）と、を含み、且つ、当該分散剤（Ｃ）と、複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）との重
量比（本発明において「重量比１」と記載する場合がある。）が、９≧［分散剤（Ｃ）の
重量／複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）の重量］≧０．５の範囲であり、且つ、ポリ
エステル樹脂（Ａ）と、複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）との重量比（本発明におい
て「重量比２」と記載する場合がある。）が、１９９９≧［（ポリエステル樹脂（Ａ）の
重量＋分散剤（Ｃ）の重量）／複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）の重量］≧１０の範
囲であることを特徴とするポリエステル樹脂組成物である。
【００２４】
　以下、本発明の近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂組成物を構成する、
１）近赤外線遮蔽機能を有する複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）、
２）高耐熱性を有する分散剤（Ｃ）、
３）ポリエステル樹脂（Ａ）、
について順に説明し、さらに、
４）近赤外線遮蔽機能を有する微粒子のポリエステル樹脂（Ａ）への分散方法と近赤外線
遮蔽ポリエステル樹脂組成物
について説明し、最後に、
５）近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体
について説明する。
【００２５】
１）近赤外線遮蔽機能を有する複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）
　本発明の近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂組成物に近赤外線遮蔽材料として用いられる複
合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）は、近赤外線領域、特に波長１０００ｎｍ付近の光を
大きく吸収するため、その透過色調はブル－系の色調となるものが多い。また、当該近赤
外線遮蔽材料の粒子径は、その使用目的によって適宜選定することができる。
　例えば、本発明の近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体を、透明性を保持した用途に使
用する場合には、複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）は、８００ｎｍ以下の分散粒子径
を有していることが好ましい。８００ｎｍよりも小さい分散粒子径を有していれば、散乱
により光を完全に遮蔽することが無く、可視光領域の視認性を保持し、同時に効率よく透
明性を保持することができるからである。特に可視光領域の透明性を重視する場合には、
さらに粒子による散乱を考慮することが好ましい。
　また例えば、本発明の近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体を、上述した可視光領域の
透明性を重視する用途に使用する場合には、複合タングステン酸化物微粒子による散乱の
低減を重視して、当該複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）の分散粒子径は２００ｎｍ以
下、好ましくは１００ｎｍ以下がよい。その理由は、分散粒子の分散粒子径が小さければ
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、幾何学散乱もしくはミー散乱による波長４００ｎｍ～７８０ｎｍの可視光線領域の光の
散乱が低減されるからである。当該光の散乱が低減される結果、近赤外線遮蔽膜が曇りガ
ラスのようになって鮮明な透明性が得られなくなるのを回避できるからである。即ち、分
散粒子の分散粒子径が２００ｎｍ以下になると、上記幾何学散乱もしくはミー散乱が低減
し、レイリー散乱領域になるからである。当該レイリー散乱領域では、散乱光は粒子径の
６乗に反比例して低減するため、分散粒子径の減少に伴い散乱が低減し、透明性が向上す
るからである。さらに、分散粒子径が１００ｎｍ以下になると、散乱光は非常に少なくな
り好ましい。光の散乱を回避する観点からは、分散粒子径が小さい方が好ましく、分散粒
子径が１ｎｍ以上であれば工業的な製造は容易である。
　ここで、複合タングステン酸化物微粒子の分散粒子径とは、溶媒中に分散している複合
タングステン酸化物微粒子が凝集して生成した凝集粒子の径を意味するものであり、市販
されている種々の粒度分布計で測定することができる。例えば、複合タングステン酸化物
微粒子分散液から複合タングステン酸化物微粒子の単体や凝集体が存在する状態のサンプ
ルを採取し、当該サンプルを、動的光散乱法を原理とした大塚電子（株）社製ＥＬＳ－８
０００にて測定することで求めることができる。
【００２６】
ａ）複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）の組成について説明する。
　上記複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）は、具体的には、一般式ＭＹＷＯＺ（但し、
Ｍは、Ｈ、Ｈｅ、アルカリ金属、アルカリ土類金属、希土類元素、Ｍｇ、Ｚｒ、Ｃｒ、Ｍ
ｎ、Ｆｅ、Ｒｕ、Ｃｏ、Ｒｈ、Ｉｒ、Ｎｉ、Ｐｄ、Ｐｔ、Ｃｕ、Ａｇ、Ａｕ、Ｚｎ、Ｃｄ
、Ａｌ、Ｇａ、Ｉｎ、Ｔｌ、Ｓｉ、Ｇｅ、Ｓｎ、Ｐｂ、Ｓｂ、Ｂ、Ｆ、Ｐ、Ｓ、Ｓｅ、Ｂ
ｒ、Ｔｅ、Ｔｉ、Ｎｂ、Ｖ、Ｍｏ、Ｔａ、Ｒｅの内から選択される１種以上の元素、Ｗは
タングステン、Ｏは酸素、０．１≦Ｙ≦０．５、２．２≦Ｚ≦３．０）で示され、かつ六
方晶の結晶構造を持つ複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）である。上記複合タングステ
ン酸化物微粒子（Ｂ）の中でも、Ｍ元素が、Ｃｓ、Ｒｂ、Ｋ、Ｔｌ、Ｉｎ、Ｂａ、Ｌｉ、
Ｃａ、Ｓｒ、Ｆｅ、Ｓｎ、Ａｌ、Ｃｕのうちから選択される１種類以上を含むような複合
タングステン酸化物微粒子が好ましい。添加元素Ｍの添加量Ｙは、０．１以上、０．５以
下が好ましく、さらには０．３３付近が好ましい。これは六方晶の結晶構造から理論的に
算出される値が０．３３であり、この前後の添加量で好ましい光学特性が得られるからで
ある。また、Ｚの範囲については、２．２≦ｚ≦３．０が好ましい。これは、ＭＹＷＯＺ

で表記される複合タングステン酸化物材料において、Ｚの値が２．２以上であれば、当該
熱線遮蔽材料中に目的外であるＷＯ２の結晶相が現れるのを完全に回避することが出来る
と共に、材料の化学的安定性を得ることが出来るのに加え、ｚ≦３．０においても、上述
の元素Ｍの添加による自由電子の供給があるためである。尤も、光学特性の観点から、よ
り好ましくは、２．２≦ｚ≦２．９９、さらに好ましくは、２．４５≦ｚ≦２．９９であ
る。
　ここで、当該複合タングステン酸化物材料の典型的な例としては、Ｃｓ０．３３ＷＯ３

、Ｒｂ０．３３ＷＯ３、Ｋ０．３３ＷＯ３、Ｂａ０．３３ＷＯ３などを挙げることができ
るが、Ｙ、Ｚが上記の範囲に収まるものであれば、ＭがＴｌ、Ｉｎ、Ｌｉ、Ｃａ、Ｓｒ、
Ｆｅ、Ｓｎ、Ａｌ、Ｃｕを用いたＭＹＷＯＺでも、有用な近赤外線遮蔽特性を得ることが
できる。
【００２７】
ｂ）複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）の製造方法について説明する。
　上記複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）は、タングステン化合物出発原料を、不活性
ガス雰囲気または還元性ガス雰囲気中で熱処理して得ることができる。
　複合タングステン化合物出発原料には、三酸化タングステン粉末、ニ酸化タングステン
粉末、または酸化タングステンの水和物、または、六塩化タングステン粉末、またはタン
グステン酸アンモニウム粉末、または、六塩化タングステンをアルコール中に溶解させた
後乾燥して得られるタングステン酸化物の水和物粉末、または、六塩化タングステンをア
ルコール中に溶解させたのち水を添加して沈殿させこれを乾燥して得られるタングステン
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酸化物の水和物粉末、またはタングステン酸アンモニウム水溶液を乾燥して得られるタン
グステン化合物粉末、金属タングステン粉末、から選択されたいずれか１種類以上である
ことが好ましい。
【００２８】
　ここで、複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）を製造する場合には、出発原料が溶液で
あると、各元素は容易に均一混合可能となることから、タングステン酸アンモニウム水溶
液や、六塩化タングステン溶液を用いることがさらに好ましい。これらのタングステン化
合物出発原料へ、元素Ｍを元素単体または化合物の形態で添加して、複合タングステン化
合物の出発原料とする。これを不活性ガス雰囲気または還元性ガス雰囲気中で熱処理して
、複合タングステン酸化物微粒子を含有する近赤外線遮蔽材料微粒子を得ることができる
。　
　ここで、各成分が分子レベルで均一混合した出発原料を製造するためには各原料を溶液
の形で混合することが好ましい。従って、元素Ｍを含む複合タングステン化合物出発原料
が、水や有機溶媒等の溶媒に溶解可能なものであることが好ましい。例えば、元素Ｍを含
有するタングステン酸塩、塩化物塩、硝酸塩、硫酸塩、シュウ酸塩、酸化物、炭酸塩、水
酸化物等が挙げられるが、これらに限定されず、溶液状になるものであればよい。
　上記熱処理条件のうち、不活性雰囲気中における熱処理条件としては、６５０℃以上が
好ましい。６５０℃以上で熱処理された出発原料は、十分な近赤外線吸収力を有し近赤外
線遮蔽微粒子として効率が良い。不活性ガスとしては、Ａｒ、Ｎ２等の不活性ガスを用い
ることができる。
【００２９】
　一方、還元性雰囲気中の熱処理条件としては、まず出発原料を還元性ガス雰囲気中にて
１００℃以上６５０℃以下で熱処理し、次いで不活性ガス雰囲気中で６５０℃以上１２０
０℃以下の温度で熱処理することが好ましい。この時の還元性ガスは特に限定されないが
、Ｈ２が好ましい。そして、還元性ガスとしてＨ２を用いる場合、還元性雰囲気の組成は
、例えば、Ａｒ、Ｎ２等の不活性ガスにＨ２を体積比で０．１％以上混合したものとする
ことが好ましく、さらに好ましくは０．２％以上とすることが良い。Ｈ２が体積比で０．
１％以上であれば効率よく還元を進めることができる。
　本発明に用いる上記近赤外線遮蔽機能を発揮する複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）
は、シラン化合物、チタン化合物、ジルコニア化合物から選択される少なくとも１種類以
上によって表面処理されて、上記微粒子の表面が、Ｓｉ、Ｔｉ、Ｚｒ、Ａｌから選択され
る少なくとも１種類以上を含有する酸化物で被覆されることで、耐候性が向上するので好
ましい。
【００３０】
　また、所望とする近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体を得るには、前記複合タングス
テン酸化物微粒子（Ｂ）の粉体色が、国際照明委員会（ＣＩＥ）が推奨しているＬ＊ａ＊
ｂ＊表色系（ＪＩＳ　Ｚ　８７２９）における粉体色において、Ｌ＊が２５～８０、ａ＊
が－１０～１０、ｂ＊が－１５～１５である条件を満たすことが望ましい。上記複合タン
グステン酸化物微粒子（Ｂ）を用いることによって、近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形
体として所望の光学特性を得ることができる。
【００３１】
２）高耐熱性を有する分散剤（Ｃ）
　従来、酸化物微粒子を分散させた塗液を用いて塗膜を得る時の塗料用として一般的に使
用されている分散剤は、様々な酸化物微粒子を有機溶剤中に均一に分散する目的で使用さ
れている。しかし本発明者等の検討によれば、これらの分散剤は、２００℃以上の高温で
使用されることを想定されて設計されてはいない。具体的には、本発明の近赤外線遮蔽ポ
リエステル樹脂組成物を得るために、複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）とポリエステ
ル樹脂（Ａ）とを溶融混練する際に、耐熱性の低い分散剤を使用すると、当該分散剤中の
官能基が熱により分解され、分散能が低下するとともに、分散剤が黄～茶色に変色する等
の不具合を起こすことを確認した。
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【００３２】
　これに対し、本発明においては、分散剤（Ｃ）として、ＴＧ－ＤＴＡで測定される熱分
解温度が２３０℃以上である分散剤を用いることが肝要である。好ましくは当該熱分解温
度が２５０℃以上ある分散剤を用いる。当該高耐熱性を有する分散剤（Ｃ）の具体的な構
造例としては、ポリエステル主鎖を有し、官能基として塩基性官能基を有する分散剤が挙
げられる。当該構造を有する分散剤（Ｃ）は、耐熱性が高く好ましい。
【００３３】
　当該高耐熱性を有する分散剤（Ｃ）の熱分解温度が２３０℃以上であれば、溶融混練時
、或いは成形時に当該高耐熱性を有する分散剤（Ｃ）が熱分解することなく分散能を維持
できると伴に、高耐熱性を有する分散剤（Ｃ）自体が黄～茶色に変色することもない。
　この結果、製造されるポリエステル樹脂成形体において、近赤外線遮蔽微粒子が十分に
分散され、可視光透過率が良好に確保されて、本来の光学特性を得ることができるととも
に、成形体が黄色に着色することもない。具体的には、ポリエチレンテレフタレートの一
般的な混練設定温度（２５０℃）で、当該高耐熱性を有する分散剤（Ｃ）とポリエチレン
テレフタレート樹脂とを混練する試験を行った場合、混練物はポリエチレンテレフタレー
ト樹脂のみを混練した場合とまったく同じ外観を呈し、無色透明で全く着色しないことが
確認された。これに対し、例えば、後述する比較例１で使用している通常の分散剤を用い
て同様の試験を行った場合、混練物は茶色に着色してしまうことが確認された。
【００３４】
　上述したように、本実施形態に使用される高耐熱性を有する分散剤（Ｃ）はポリエステ
ル主鎖を有するが、同時に、官能基として塩基性官能基を有する分散剤である。当該塩基
性官能基は、複合タングステン酸化物微粒子の表面に吸着して、当該複合タングステン酸
化物微粒子の凝集を防ぎ、成形体中でタングステン酸化物微粒子を均一に分散させる効果
を持つからである。また、酸性官能基を有する分散剤も存在するが、当該酸性官能基を有
する分散剤を使用すると、ポリエステル樹脂と分散剤とが相溶せず、成形体の透明性が失
われてしまうため、官能基は、塩基性官能基を有していることが肝要である。
【００３５】
　特に後述する、ポリエステル樹脂（Ａ）として、ポリエチレンテレフタレート、ポリエ
チレンナフタレート、ポリブチレンテレフタレートなど、溶融混練温度が高い樹脂を使用
する場合には、熱分解温度が２５０℃以上である高耐熱性を有する分散剤（Ｃ）を使用す
ることが好ましい。
【００３６】
　上記高耐熱性を有する分散剤（Ｃ）と、複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）との重量
比１は、
９≧［分散剤（Ｃ）の重量／複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）の重量］≧０．５
の範囲であることが好ましい。当該重量比１が０．５以上あれば、複合タングステン酸化
物微粒子（Ｂ）を十分に分散することが出来るので、微粒子同士の凝集が発生せず、十分
な光学特性が得られるからである。また、当該重量比１が９以下あれば、近赤外線遮蔽ポ
リエステル樹脂成形体自体の機械特性（引っ張り強度、曲げ強度、表面硬度）が損なわれ
ることがない。
【００３７】
３）ポリエステル樹脂（Ａ）
　本発明の近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体は、建築物、自動車、電車、航空機など
の開口部に使用される窓材、フラットパネルディスプレイの近赤外線吸収フィルター等に
広く利用されるものであり、ポリエステル樹脂の可視光領域の光線透過率が高く透明性に
優れていることから用いられている。
【００３８】
　本発明の近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体に使用されるポリエステル樹脂（Ａ）と
しては、可視光領域の光線透過率が高い透明なポリエステル樹脂であれば特に制限はない
。例えば、３ｍｍ厚の板状成形体としたときのＪＩＳ　Ｒ　３１０６記載の可視光透過率
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が５０％以上で、ＪＩＳＫ７１０５記載のヘイズが３０％以下のものが好ましいものとし
て挙げられる。具体的には、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート、
ポリブチレンテレフタレートを挙げることができる。
　上記近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体を各種建築物や車両の窓材等に適用すること
を目的とした場合、透明性、耐衝撃性、耐侯性などを考慮すると、ポリエチレンテレフタ
レート、ポリエチレンナフタレート、ポリブチレンテレフタレートがより好ましい。また
、フラットパネルディスプレイの近赤外線吸収フィルター等に適用することを目的とした
場合、汎用性などを考慮すると、ポリエチレンテレフタレートがより好ましい。
【００３９】
　近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体を製造するために用いられる近赤外線遮蔽ポリエ
ステル樹脂組成物は、上記ポリエステル樹脂（Ａ）と、上記複合タングステン酸化物微粒
子（Ｂ）と、上記高耐熱性を有する分散剤（Ｃ）とを含み、上記ポリエステル樹脂（Ａ）
と、高耐熱性を有する分散剤（Ｃ）と、複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）との重量比
２は、
１９９９≧［（ポリエステル樹脂（Ａ）の重量＋分散剤（Ｃ）の重量）／複合タングステ
ン酸化物微粒子（Ｂ）の重量］≧１０
の範囲であることが好ましい。当該重量比２が１０以上であれば、近赤外線遮蔽ポリエス
テル樹脂組成物を用いて製造される近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体自体の機械特性
（引っ張り強度、曲げ強度、表面硬度）が損なわれることがない。また、当該重量比２が
２０００以下であれば、得られる近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体は十分な近赤外線
遮蔽特性が得られる。
【００４０】
４）複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）のポリエステル樹脂（Ａ）への分散方法と近赤
外線遮蔽ポリエステル樹脂組成物
　近赤外線遮蔽機能を有する微粒子である複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）のポリエ
ステル樹脂（Ａ）への分散方法は、当該微粒子が均一に樹脂中に分散できる方法であれば
任意に選択できる。
　具体例としては、まず、ビーズミル、ボールミル、サンドミル、超音波分散などの方法
を用い、上記複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）を任意の溶剤に分散した分散液を調製
する。次に、当該分散液と高耐熱性を有する分散剤（Ｃ）とポリエステル樹脂（Ａ）の粉
粒体またはペレットと、必要に応じて他の添加剤とを、リボンブレンダー、タンブラー、
ナウターミキサー、ヘンシェルミキサー、スーパーミキサー、プラネタリーミキサー等の
混合機を用いて均一に混合する。続いて、バンバリーミキサー、ニーダー、ロール、ニー
ダールーダー、一軸押出機、二軸押出機等の混練機を使用して、当該混合液から溶剤を除
去しながら均一に溶融混合して、ポリエステル樹脂（Ａ）に複合タングステン酸化物微粒
子（Ｂ）を均一に分散した近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂組成物を調製することができる
。混練時の温度は、使用するポリエステル樹脂（Ａ）が分解しない温度に維持される必要
がある。
【００４１】
　また、他の方法として、近赤外線遮蔽機能を有する複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ
）の分散液に高耐熱性を有する分散剤（Ｃ）を添加し、溶剤を公知の方法で除去して粉末
を得る。当該得られた粉末とポリエステル樹脂（Ａ）の粉粒体またはペレットと、必要に
応じて他の添加剤とを均一に溶融混合して、ポリエステル樹脂（Ａ）に複合タングステン
酸化物微粒子（Ｂ）を均一に分散した近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂組成物を調整するこ
ともできる。
【００４２】
　また、分散処理をしていない複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）の粉末と、高耐熱性
を有する分散剤（Ｃ）とをポリエステル樹脂（Ａ）に直接添加し、均一に溶融混合する方
法を用いることもできる。
　その他分散方法もあるが、ポリエステル樹脂（Ａ）中に複合タングステン酸化物微粒子
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（Ｂ）が均一に分散されていればよく、上記方法に限定されない。
　このようにして得られた当該近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂組成物をペレット状に加工
することにより、本発明に係る近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体用の中間原料を得る
ことも可能である。
【００４３】
　上記中間原料のペレットは、最も一般的な方法である、溶融押出されたストランドをカ
ットする方法により得ることができる。従って、その形状としては円柱状や角柱状のもの
を挙げることができる。また、溶融押出物を直接カットするいわゆるホットカット法を採
ることも可能である。この方法においては球状に近い形状をとることが一般的である。
【００４４】
　さらに、本発明の近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂組成物に、一般的な添加剤を配合する
ことも可能である。例えば、必要に応じて任意の色調を与えるため、アゾ系染料、シアニ
ン系染料、キノリン系染料、ペリレン系染料、カーボンブラック等、一般的に熱可塑性樹
脂の着色に利用されている染料、顔料の、有効発現量を、近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂
成形体を製造するために用いられる近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂組成物に配合してもよ
い。また、ヒンダードフェノール系、リン系等の安定剤、離型剤、ヒドロキシベンゾフェ
ノン系、サリチル酸系、ＨＡＬＳ系、トリアゾール系、トリアジン系等の紫外線吸収剤、
カップリング剤、界面活性剤、帯電防止剤等の有効発現量を配合してもよい。
【００４５】
５）近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体
　本実施形態の近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体は、上記ポリエステル樹脂組成物を
、所定の形状に成形することによって得られる。
　本発明の近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体は、高耐熱性を有する分散剤（Ｃ）を用
いることから、成形時の熱劣化が非常に少ない。この為、複合タングステン酸化物微粒子
（Ｂ）が、十分に近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体中に分散される結果、可視光透過
率が良好に確保される。さらに、高耐熱性を有する分散剤（Ｃ）が黄～茶色に変色するこ
ともないので、近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体が黄色に着色することもない。
【００４６】
　上記近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体の形状は、必要に応じて任意の形状に成形可
能であり、平面状および曲面状に成形することが可能である。また、近赤外線遮蔽ポリエ
ステル樹脂成形体の厚さは、板状からフィルム状まで必要に応じて任意の厚さに調整する
ことが可能である。さらに平面状に形成した樹脂シートは、後加工によって球面状等の任
意の形状に成形することができる。
【００４７】
　上記近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体の成形方法としては、射出成形、押出成形、
圧縮成形または回転成形等の任意の方法を挙げることができる。特に、射出成形により成
形品を得る方法と、押出成形により成形品を得る方法が好適に採用される。
　押出成形により板状、フィルム状の成形品を得るには、Ｔダイなどの押出機を用いて押
出した溶融樹脂組成物を冷却ロールで冷却しながら引き取る方法により製造される。また
必要に応じて延伸加工し、成形品の厚みを調整することも可能である。押出成形により得
られた板状品は、アーケードやカーポート等の建造物用に好適に使用され、フィルム状の
成形品は、窓ガラスの貼り付け用、フラットパネルディスプレイの近赤外線吸収フィルタ
ー用に好適に使用される。また、上記射出成形で得られた成形品は、自動車の窓ガラスや
ルーフ等の車体用に好適に使用される。
【００４８】
　上記近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体は、それ自体のみを、窓ガラス、アーケード
等の構造材に使用することができるほか、無機ガラス、樹脂ガラス、樹脂フィルムなどの
他の透明成形体に任意の方法で積層し、一体化した近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂積層体
として、構造材に使用することもできる。例えば、予めフィルム状に成形した近赤外線遮
蔽ポリエステル樹脂成形体を無機ガラスに熱ラミネート法により積層一体化することで、
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近赤外線遮蔽機能、飛散防止機能を有する近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂積層体を得るこ
とができる。また、熱ラミネート法、共押出法、プレス成形法、射出成形法等により近赤
外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体の成形と同時に他の透明成形体に積層一体化することで
、近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂積層体を得ることも可能である。上記近赤外線遮蔽ポリ
エステル樹脂積層体は、相互の成形体の持つ利点を有効に発揮させつつ、相互の欠点を補
完することで、より有用な構造材として使用することができる。
【００４９】
　また、上記近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体は、当該成形体の表面に近赤外線遮蔽
能を有する微粒子を含む塗料を塗布し、近赤外線遮蔽膜を形成することで、近赤外線吸収
能を調整することが可能である。近赤外線遮蔽能を有する微粒子としては、六ホウ化物微
粒子、アンチモンドープ酸化錫（以下ＡＴＯと記す場合がある）微粒子が挙げられる。例
えば、六ホウ化ランタン微粒子分散液をＵＶ硬化樹脂と混合して得られた塗布液を上記近
赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体に塗布し、その後硬化して近赤外線遮蔽膜を形成する
ことで、赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体よりも近赤外線遮蔽能を向上させることが出
来る。
【００５０】
　ＡＴＯ微粒子は、可視光領域で光の吸収や反射がほとんど無く、波長１０００ｎｍ以上
の領域でプラズマ共鳴に由来する反射・吸収が大きい。尚、これらの透過プロファイルで
は、近赤外領域で長波長側に向かうに従って透過率が減少する。一方、六ホウ化物の透過
プロファイルでは、上述のごとく波長１０００ｎｍ付近に極小値をもち、それより長波長
側では徐々に透過率の上昇を示す。このため、六ホウ化物とＡＴＯとを組み合わせて使用
することにより、可視光透過率は減少させずに、近赤外領域の熱線を遮蔽することが可能
となり、それぞれ単独で使用するよりも熱線遮蔽特性が向上する。
【００５１】
　近赤外線遮蔽能を有する微粒子を含む塗料を作製するにあたり、ＡＴＯ微粒子であって
は、平均粒径２００ｎｍ以下が好ましい。尚、透光性材料の一部の用途においては、透明
性よりも不透明な光透過性を要求されることがあり、その場合は粒径を大きくして散乱を
助長する構成が望ましいが、粒径が大きすぎると赤外線吸収能そのものも減衰するため、
やはり２００ｎｍ以下の平均粒径が好ましい。
【００５２】
　六ホウ化物微粒子の単位重量当たりの熱線遮蔽能力は非常に高く、ＡＴＯ微粒子と比較
して３０分の１以下の使用量で同等の効果を発揮する。従って、六ホウ化物微粒子を添加
することによって、少量でも好ましい熱線遮蔽効果が得られるうえ、ＡＴＯ微粒子と併用
した場合にはこれらの微粒子を削減してコスト低下を図ることが可能となる。また、全微
粒子の使用量を大幅に削減できるので、基材である樹脂の物性、特に耐衝撃強度や靭性の
低下を防ぐことができる。
【００５３】
　六ホウ化物微粒子としては、ＣｅＢ６、ＧｄＢ６、ＴｂＢ６、ＤｙＢ６、ＨｏＢ６、Ｙ
Ｂ６、ＳｍＢ６、ＥｕＢ６、ＥｒＢ６、ＴｍＢ６、ＹｂＢ６、ＬｕＢ６、ＳｒＢ６、Ｃｒ
Ｂ６、ＬａＢ６、ＰｒＢ６、ＮｄＢ６微粒子が挙げられ、これら微粒子は単独あるいは２
種以上を混合して使用することもできる。これら六ホウ化物微粒子は、暗い青紫などに着
色した粉末であるが、粒径が可視光波長に比べて十分に小さく、薄膜中に分散した状態で
は膜に可視光透過性が生じるが、近赤外線遮蔽能は十分強く保持できる。
【００５４】
　本発明者の実験によれば、この六ホウ化物微粒子を十分細かく、かつ均一に分散した膜
では、透過率が波長４００～７００ｎｍの間に極大値を持ち、かつ波長７００～１８００
ｎｍの間に極小値を持つことが観察された。可視光波長が３８０～７８０ｎｍであり、視
感度が波長５５０ｎｍ付近をピークとする釣鐘型であることを考慮すると、このような膜
では可視光を有効に透過し、それ以外の波長の光を有効に吸収・反射することが理解でき
る。
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【００５５】
　六ホウ化物微粒子の平均粒径は２００ｎｍ以下、好ましくは１００ｎｍ以下とする必要
がある。その理由は、平均粒径が２００ｎｍ以下であれれば、微粒子同士の凝集傾向が強
くならず、塗布液中に微粒子の沈降が生じ難いからであり、また平均粒径が２００ｎｍ以
下の微粒子もしくはそれらが凝集した粒子であれば、それによる光散乱によっても可視光
透過率の低下の原因とならないので好ましい。なお平均粒径は２００ｎｍ以下、好ましく
は１００ｎｍ以下と、小さいほど好ましいが、現在の技術では商業的に製造できる最小粒
径はせいぜい２ｎｍ程度である。
【００５６】
　以上述べたように、近赤外線遮蔽成分として複合タングステン酸化物微粒子（Ｂ）を、
高耐熱性を有する分散剤（Ｃ）を用いてポリエステル樹脂（Ａ）に均一に分散させた本発
明の近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体用の近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂組成物を用
いることにより、高コストの物理成膜法や複雑な工程を用いることなく、近赤外線遮蔽機
能を有しかつ可視光域に高い透過性能を有し、成形時の溶融混錬による分散剤（Ｃ）の熱
劣化に起因する黄変が少ない近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体並びに近赤外線遮蔽ポ
リエステル樹脂積層体を提供することが可能となる。
【実施例】
【００５７】
　以下に、本発明の実施例を比較例とともに具体的に説明する。但し、本発明は以下の実
施例に限定されるものではない。
　各実施例において、複合タングステン酸化物微粒子の粉体色（１０°視野、光源Ｄ６５
）、および近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体の可視光透過率並びに日射透過率は、日
立製作所（株）製の分光光度計Ｕ－４０００を用いて測定した。この日射透過率は近赤外
線遮蔽性能を示す指標である。また、ヘイズ値は村上色彩技術研究所（株）社製ＨＲ－２
００を用い、ＪＩＳ　Ｋ　７１０５に基づいて測定した。
【００５８】
（実施例１）
　Ｈ２ＷＯ４５０ｇとＣｓ（ＯＨ）２１７．０ｇ（Ｃｓ／Ｗ＝０．３相当）とをメノウ乳
鉢で十分混合した粉末を、Ｎ２ガスをキャリア－とした５％Ｈ２ガスを供給しながら加熱
し、６００℃の温度で１時間の還元処理を行った後、Ｎ２ガス雰囲気下で８００℃で３０
分焼成して微粒子ａ（組成式はＣｓ０．３ＷＯ３、粉体色はＬ＊が３５．２７４５、ａ＊

が１．４９１８、ｂ＊が－５．３１１８）を得た。
　次に、当該微粒子ａを５重量％、高耐熱性分散剤α（ポリエステル主鎖に、塩基性官能
基をもつ分散剤、ＴＧ－ＤＴＡで測定した熱分解温度は２５０℃。）を５重量％、トルエ
ンを９０重量％秤量し、０．３ｍｍφＺｒＯ２ビ－ズを入れたペイントシェ－カ－で３時
間粉砕・分散処理することによって複合タングステン酸化物微粒子分散液（Ａ液）調製し
た。ここで、複合タングステン酸化物微粒子分散液（Ａ液）内におけるタングステン酸化
物微粒子の分散粒子径を測定したところ、５０ｎｍであった。
　上記Ａ液に、さらに、高耐熱性分散剤αを添加し、この高耐熱性分散剤αとタングステ
ン酸化物微粒子の重量比１［高耐熱性分散剤／タングステン酸化物微粒子］が３となるよ
うに調製した。次に、タングステン酸化物微粒子分散液（Ａ液）からスプレードライヤー
を用いてトルエンを除去し、タングステン酸化物微粒子分散粉を得た（以下、Ａ粉と略称
する。）。
　得られたＡ粉と、ポリエステル樹脂であるポリエチレンテレフタレート樹脂ペレットと
を、Ｃｓ０．３ＷＯ３濃度が１重量％となるように混合し、ブレンダーを用いて均一に混
合した後、二軸押出機で２４０℃で熔融混練し、押出されたストランドをペレット状にカ
ットし、近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体用のコンパウンドを得た（以下、コンパウ
ンドＡと略称する。）
　得られたコンパウンドＡを、一軸押出機で２４０℃で熔融混練した後、Ｔダイより押し
出し、二軸延伸加工し、０．１ｍｍ厚に成形することで複合タングステン酸化物微粒子が
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ポリエステル樹脂全体に均一に分散した実施例１に係る近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成
形体を得た。得られた近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体中の当該酸化物微粒子の分散
粒子径は、断面ＴＥＭ観察の結果、４５ｎｍであった。実施例１に係る近赤外線遮蔽ポリ
エステル樹脂成形体の光学特性を測定したところ、表１に示すように、可視光透過率７０
．１％のときの日射透過率は３５．５％で、ヘイズ値は１．１％であった。
【００５９】
（実施例２）
　ポリエチレンナフタレートを用いた以外は、実施例１と同様にして実施例２に係る近赤
外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体を得た。得られた近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体
中の当該酸化物微粒子の分散粒子径は、断面ＴＥＭ観察の結果、４８ｎｍであった。
　実施例２に係る近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体の光学特性を測定したところ、表
１に示すように、可視光透過率７１．１％のときの日射透過率は３６．３％で、ヘイズ値
は１．２％であった。
【００６０】
（実施例３）
　ポリブチレンテレフタレートを用いた以外は、実施例１と同様にして実施例３に係る実
施例２に係る近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体を得た。得られた近赤外線遮蔽ポリエ
ステル樹脂成形体中の当該酸化物微粒子の分散粒子径は、断面ＴＥＭ観察の結果、４８ｎ
ｍであった。
　実施例２に係る近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体の光学特性を測定したところ、表
１に示すように、可視光透過率７０．５％のときの日射透過率は３５．９％で、ヘイズ値
は１．２％であった。
【００６１】
（実施例４）
　実施例１と同様の方法で得られたＡ粉と、ポリエステル樹脂であるポリエチレンテレフ
タレート樹脂ペレットとを、Ｃｓ０．３ＷＯ３濃度が０．０５重量％となるように混合し
、ブレンダーを用いて均一に混合した後、二軸押出機で２４０℃で熔融混練し、押出され
たストランドをペレット状にカットし、近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体用のコンパ
ウンドを得た（以下、コンパウンドＤと略称する。）。
　得られたコンパウンドＤを、一軸押出機で２４０℃で熔融混練した後、Ｔダイより押し
出し、２ｍｍ厚に成形することで複合タングステン酸化物微粒子がポリエステル樹脂全体
に均一に分散した実施例４に係る近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体を得た。得られた
近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体中の当該酸化物微粒子の分散粒子径は、断面ＴＥＭ
観察の結果４８ｎｍであった。
　実施例４に係る近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体の光学特性を測定したところ、表
１に示すように、可視光透過率６９．９％のときの日射透過率は３４．８％で、ヘイズ値
は１．８であった。
【００６２】
（実施例５）
　実施例１と同様の方法で得られたＡ粉と、ポリエステル樹脂であるポリエチレンテレフ
タレート樹脂ペレットとを、Ｃｓ０．３ＷＯ３濃度が９．０９重量％となるように混合し
、ブレンダーを用いて均一に混合した後、二軸押出機を用いて２４０℃で熔融混練し、押
出されたストランドをペレット状にカットし、近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体用の
コンパウンドを得た（以下、コンパウンドＥと略称する。）。
　得られたコンパウンドＥを、一軸押出機を用いて２４０℃で熔融混練した後、Ｔダイよ
り押し出し、二軸延伸加工し、０．０１ｍｍ厚に成形することで複合タングステン酸化物
微粒子がポリエステル樹脂全体に均一に分散した実施例５に係る近赤外線遮蔽ポリエステ
ル樹脂成形体を得た。得られた近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体中の当該酸化物微粒
子の分散粒子径は、断面ＴＥＭ観察の結果、４９ｎｍであった。
　実施例５に係る近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体の光学特性を測定したところ、表
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１に示すように、可視光透過率７０．８％のときの日射透過率は３５．２％で、ヘイズ値
は１．３であった。
【００６３】
（実施例６）
　実施例１と同様の方法で得られたＡ液へ、さらに、高耐熱性分散剤αを添加し、この高
耐熱性分散剤αとタングステン酸化物微粒子の重量比１［高耐熱性分散剤／タングステン
酸化物微粒子］が９となるように調製した。以下、実施例１と同様にして実施例６に係る
近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体を得た。得られた近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成
形体中の当該酸化物微粒子の分散粒子径は、断面ＴＥＭ観察の結果、４５ｎｍであった。
　実施例６に係る近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体の光学特性を測定したところ、表
１に示すように、可視光透過率７１．２％のときの日射透過率は３６．２％で、ヘイズ値
は１．２％であった。
【００６４】
（実施例７）
　実施例１と同様の方法で得られた微粒子ａを５重量％、高耐熱性分散剤α（ポリエステ
ル主鎖に塩基性官能基をもつ分散剤、ＴＧ－ＤＴＡで測定した熱分解温度は２５０℃。）
を２重量％、トルエンを９３重量％、秤量し、０．３ｍｍφＺｒＯ２ビ－ズを入れたペイ
ントシェ－カ－で３時間粉砕・分散処理することによって複合タングステン酸化物微粒子
分散液（Ｂ液）調製した。ここで、複合タングステン酸化物微粒子分散液（Ｂ液）内にお
けるタングステン酸化物微粒子の分散粒子径を測定したところ、５１ｎｍであった。
　上記Ｂ液へ、さらに、高耐熱性分散剤αを添加し、この高耐熱性分散剤αとタングステ
ン酸化物微粒子の重量比１［高耐熱性分散剤／タングステン酸化物微粒子］が０．５とな
るように調製した。以下、実施例１と同様にして実施例７に係る近赤外線遮蔽ポリエステ
ル樹脂成形体を得た。得られた近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体中の当該酸化物微粒
子の分散粒子径は、断面ＴＥＭ観察の結果、５０ｎｍであった。
　実施例７に係る近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体の光学特性を測定したところ、表
１に示すように、可視光透過率７０．３％のときの日射透過率は３５．７％で、ヘイズ値
は１．１％であった。
【００６５】
（実施例８）
　高耐熱性分散剤β（ポリエステル主鎖に塩基性官能基をもつ分散剤、ＴＧ－ＤＴＡで測
定した熱分解温度は２３０℃。）を用いた以外は、実施例１と同様にして実施例８に係る
近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体を得た。得られた近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成
形体中の当該酸化物微粒子の分散粒子径は、断面ＴＥＭ観察の結果、４８ｎｍであった。
　実施例８に係る近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体の光学特性を測定したところ、表
１に示すように、可視光透過率６９．９％のときの日射透過率は３４．７％で、ヘイズ値
は１．３％であった。
【００６６】
（実施例９）
　実施例１と同様の方法で得られたＡ液にメチル－トリメトキシシランを添加し、メカニ
カルスターラーで１時間攪拌し混合した後、スプレードライヤーを用いてトルエンを除去
し、シラン化合物にて表面処理を施した複合タングステン酸化物微粒子ｂを得た。以下、
実施例１と同様にして実施例９に係る近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体を得た。得ら
れた近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体中の当該酸化物微粒子の分散粒子径は、断面Ｔ
ＥＭ観察の結果、６０ｎｍであった。
　実施例９に係る近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体の光学特性を測定したところ、表
１に示すように、可視光透過率７０．５％のときの日射透過率は３５．８％で、ヘイズ値
は１．５％であった。
【００６７】
（比較例１）
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　分散剤γ（ポリエステル主鎖に塩基性官能基をもつ分散剤、ＴＧ－ＤＴＡで測定した熱
分解温度は２００℃。）を用いた以外は、実施例１と同様にして比較例１に係る近赤外線
遮蔽ポリエステル樹脂成形体を得た。得られた近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体中の
当該酸化物微粒子の分散粒子径は、断面ＴＥＭ観察の結果、５３ｎｍであった。
　比較例１に係る近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体の光学特性を測定したところ、表
２に示すように、可視光透過率５０．１％のときの日射透過率は３０．３％で、ヘイズ値
は１．６％であった。熱分解温度が低い分散剤を使用したため、溶融混練時に熱変性した
分散剤が黄～茶色に着色し、得られた近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体が黄変した。
【００６８】
（比較例２）
　分散剤η（アクリル主鎖に塩基性官能基をもつ分散剤、ＴＧ－ＤＴＡで測定した熱分解
温度は２５０℃。）を用いた以外は、実施例１と同様にして比較例２に係る近赤外線遮蔽
ポリエステル樹脂成形体を得た。得られた近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体中の当該
酸化物微粒子は、断面ＴＥＭ観察の結果、凝集体を形成しており、その凝集体の粒径は、
３００ｎｍであった。
　比較例２に係る近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体の光学特性を測定したところ、表
２に示すように、可視光透過率７２．１％のときの日射透過率は３８．３％で、ヘイズ値
は１５．３％であった。アクリル主鎖の分散剤を使用したため、複合タングステン酸化物
微粒子の分散が不十分となり、得られた近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体のヘイズが
高くなった。
【００６９】
（比較例３）
　実施例１と同様の方法で得られたＡ粉と、ポリエステル樹脂であるポリエチレンテレフ
タレート樹脂ペレットとを、Ｃｓ０．３ＷＯ３濃度が０．０４９重量％となるように混合
し、ブレンダーを用いて均一に混合した後、二軸押出機で２４０℃で熔融混練し、押出さ
れたストランドをペレット状にカットし、近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体用のコン
パウンドを得た（以下、コンパウンドＬと略称する。）。
　得られたコンパウンドＬを、一軸押出機で２４０℃で熔融混練した後、Ｔダイより押し
出し、０．５ｍｍ厚に成形することで複合タングステン酸化物微粒子がポリエステル樹脂
全体に均一に分散した比較例３に係る近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体を得た。得ら
れた近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体中の当該酸化物微粒子の分散粒子径は、断面Ｔ
ＥＭ観察の結果、５４ｎｍであった。
　比較例３に係る近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体の光学特性を測定したところ、表
２に示すように、可視光透過率８５．２％のときの日射透過率は６１．３％で、ヘイズ値
は１．２％であった。
　さらに、（ポリエステル樹脂の重量＋分散剤の重量）／複合タングステン酸化物微粒子
の重量比２が２０４０となり、１９９９≧［（ポリエステル樹脂の重量＋分散剤の重量）
／複合タングステン酸化物微粒子の重量］≧１０の範囲から外れているため、得られた近
赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体は、十分な近赤外線遮蔽特性が得られなかった。
【００７０】
（比較例４）
　実施例１と同様の方法で得られたＡ粉と、ポリエステル樹脂であるポリエチレンテレフ
タレート樹脂ペレットとを、Ｃｓ０．３ＷＯ３濃度が１０重量％となるように混合し、ブ
レンダーを用いて均一に混合した後、二軸押出機で２４０℃で溶融混練し、押出されたス
トランドをペレット状にカットし、近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体用のコンパウン
ドを得た（以下、コンパウンドＭと略称する。）。
　得られたコンパウンドＭを、一軸押出機で２４０℃で溶融混練した後、Ｔダイより押し
出し、二軸延伸加工し、０．０１ｍｍ厚に成形しようと試みたが、引っ張り強度が弱く、
途中でフィルムが切れて、近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体が得られなかった。
　さらに、（ポリエステル樹脂の重量＋分散剤の重量）／複合タングステン酸化物微粒子
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タングステン酸化物微粒子の重量］≧１０の範囲から外れているため、近赤外線遮蔽ポリ
エステル樹脂成形体の機械特性（引っ張り強度）が悪くなり、成形不可能であった。
【００７１】
（比較例５）
　実施例１と同様の方法で得られたＡ液へ、さらに、高耐熱性分散剤αを添加し、この高
耐熱性分散剤αとタングステン酸化物微粒子の重量比１［高耐熱性分散剤／タングステン
酸化物微粒子］が１０となるように調製した。以下、実施例１と同様にして比較例５に係
る近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体を得た。得られた近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂
成形体中の当該酸化物微粒子の分散粒子径は、断面ＴＥＭ観察の結果、４８ｎｍであった
。
　比較例５に係る近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体の光学特性を測定したところ、表
２に示すように、可視光透過率７０．２％のときの日射透過率は３５．２％で、ヘイズ値
は１．２％であった。
　高耐熱性分散剤の重量／複合タングステン酸化物微粒子の重量比１が１０であり、９≧
［高耐熱性分散剤の重量／複合タングステン酸化物微粒子の重量］≧０．５の範囲から外
れているため、得られた近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体の表面硬度が低くなり、爪
で擦ると簡単に傷が付いてしまった。
【００７２】
（比較例６）
　実施例１と同様の方法で得られたＡ液へ、さらに、高耐熱性分散剤αを添加し、この高
耐熱性分散剤αとタングステン酸化物微粒子の重量比１［高耐熱性分散剤／タングステン
酸化物微粒子］が０．４９となるように調製した。以下、実施例１と同様にして比較例６
に係る近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体を得た。得られた近赤外線遮蔽ポリエステル
樹脂成形体中の当該酸化物微粒子は、断面ＴＥＭ観察の結果、凝集体を形成しており、そ
の凝集体の粒径は、３００ｎｍであった。
　比較例６に係る近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体の光学特性を測定したところ、表
２に示すように、可視光透過率７１．９％のときの日射透過率は３８．０％で、ヘイズ値
は１０．２％であった。
　高耐熱性分散剤の重量／複合タングステン酸化物微粒子の重量比１が０．４９であり、
９≧［高耐熱性分散剤の重量／複合タングステン酸化物微粒子の重量］≧０．５の範囲か
ら外れているため、複合タングステン酸化物微粒子の分散が不十分となり、得られた近赤
外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体のヘイズが高くなった。
【００７３】
　以上、実施例１～９に係る近赤外線遮蔽ポリエステル樹脂成形体に用いられたポリエス
テル樹脂、酸化物微粒子の種類・濃度、分散剤の種類・重量比、成形体の厚み、および光
学特性の一覧表を表１として示し、同様に、比較例１～６に係る一覧表を表２として示す
。
【００７４】
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